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  公立大学法人福知山公立大学における「研究費の不正使用防止に関する基本方針」に基

づき、統括管理責任者及び不正防止計画推進部署である研究費不正使用防止対策委員会

は、機関全体の研究費不正使用における具体的な対策のうち最上位のものとして、文部科

学省等による「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」

の趣旨を踏まえ、不正防止計画を策定し実施する。 
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Ⅰ 責任体制  

  

最高管理責任者  学長  

（公立大学法人福知山公立大学研究費管理規程）  

第６条 最高管理責任者は、法人の研究費に関する運営及び管理を統括し、最終責任を

負うものとし、学長をもって充てる。  

統括管理責任者  副学長  

（公立大学法人福知山公立大学研究費管理規程）  

第７条 統括管理責任者は、最高管理責任者を補佐し、研究費の運営及び管理について

全体を統括する実質的な責任と権限を持つものとし、副学長をもって充てる。  

コンプライアンス推進責任者  学部長、事務局長、附属機関の長  

（公立大学法人福知山公立大学研究費管理規程）  

第８条 コンプライアンス推進責任者は、各部局における研究費の運営及び管理につい

て、実質的な責任と権限を持つものとし、学部長および事務局長、附属機関の長を

もって充てる。  

  

  

Ⅱ 研究費の種類  

  

自己資金  

個人研究費  

福知山公立大学研究活性化助成金  

その他自己資金から支出する研究費  

外部資金  

科学研究費助成事業  

厚生労働科学研究費補助金  

受託研究費、共同研究費  

地方創生関連交付金による研究費補助  

その他外部から獲得した研究費  
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Ⅲ 不正使用防止計画   

                                      《 》は責任部門 

基本方針 不正発生要因(リスク分析) 不正防止対策 

1. 責任体系の明確化・周知 ○ 各責任者（最高管理責任者、
統括管理責任者、コンプライ
アンス推進責任者）の役割や
責任、不正使用防止の責任体
系の周知が不十分。 

○ 時間の経過による学内での認
識の低下。責任者交代時にお
いて後任者の認識が不十分。
（これら要因により管理監督
責任が十分に果たされず、不
正使用防止体制が機能しなく
なるおそれがある。） 

○ 各責任者の役割、責任の所在・範
囲と権限を明確化し、責任体系を
HP 等で学内外に周知・公表する。
《不正防止計画推進部署》    

○ 理事会等において、適宜各責任者
に対し責任体制の啓発を促し意識
の向上を図る。《最高管理責任者》 

○ 各責任者は、交代時においては十
分な引継ぎを行う。《各責任者》  

2. 適正な
運営・管
理の基盤
となる環
境の整備 

(1)事務処理手続
きに関するルー
ルの明確化・統
一化 

○ ルールがあいまいで統一化さ
れていない。 

○ ルールと運用の実態が乖離し
ている。 

○ ルールの全体像が体系化され
ていない。 

○ 体系化されていてもそれが適
切に関係者に周知されていな
い。 

○ HP や研究費支出ガイドラインを活
用し説明・周知する。また、研究
費支出ガイドライン等は適宜見直
し、その実効性を高める。《総務・
財務グループ》 

(2)職務権限の明
確化 

○ 事務処理に関する事務職員の
権限と責任が明確に定まって
いない。  

○ 事務処理手続きに関わる役職員等
の職務権限と責任を明確化し、HP
等で周知徹底する。《総務・財務グ
ループ》 

○ 職務分担の実態を調査し、必要に
応じて職務分掌の定めの見直しを
図る。《総務・財務グループ》 

(3) コンプライ
アンス教育及び
啓発活動を通
じ、役職員等の
意識の向上と浸
透を図る。 

○ 研究費の不正使用問題に対す
る関係者の意識が高くない。 

○ 役職員等への不正使用防止意
識の周知不足。 

○ 不正を起こさせない組織風土
形成の未整備。 

○ 研究費の適正な執行に対する
責任感や倫理観の欠如。 

○ 関係者が行動規範や研究費の 
使用ルールをどの程度理解し  

  ているか確認できていない。 

○ 研究費の使用・管理に関わる全て
の研究者及び事務職員を対象にコ
ンプライアンス教育及び啓発活動
を実施する。《不正防止計画推進部
署、各コンプライアンス推進責任
者》  

○ コンプライアンス教育の実施と不
正に対する意識の浸透を図るた
め、研究費の使用・管理に関わる
全ての研究者及び事務職員から誓
約書の提出を義務付ける《統括管
理責任者、不正防止計画推進部
署》  

○ 研究倫理教育に関する e-learning
教材の受講を義務付ける。《統括管
理責任者》 
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○ 全ての役職員等に対して不正を起
こさせない組織風土形成のための
啓発活動を継続的に実施する。《各
コンプライアンス推進責任者》 

〇 コンプライアンス推進責任者はモ
ニタリングを通して、研究者にお
ける行動規範や研究費使用ルール
の理解度を把握する。《各コンプラ
イアンス推進責任者》 

○ 研究費により謝金、旅費等の支給
を受ける学生等に対してもルール
の周知を徹底する。《研究室研究責
任者》  

※コンプライアンス教育及び啓発活動
の具体的な実施計画は、統括管理責任
者及び不正防止計画推進部署が策定す
る。 

(4)告発等の取扱
い、調査及び
懲戒に関する
規程の整備と
運用の透明化 

○ 大学内外からの研究費の不正
使用に関する相談窓口、通報
窓口が設置されていない。 

○ 告発制度や通報者の保護につ
いての学内外に対する周知不
足。 

○ 研究費の不正使用発生時の調
査手続及び不正使用認定後の
懲戒手続に関する規程整備が
されていない。 

○ 研究費の不正使用に係る大学内外
からの相談や通報に対応するため
の窓口を設置し、ホームページ上
で公開する。《総務・財務グルー
プ》 

○ 「公立大学法人福知山公立大学研
究費不正使用の対応に関する規
程」を定め、不正使用の調査手続
を定める。  

○ 「公立大学法人福知山公立大学職
員就業規則」、「公立大学法人福知
山公立大学職員の懲戒等に関する
規程」を定め、不正使用認定後の
懲戒手続を定める。 

3. 不正を発生させる要因の把
握と不正使用防止計画の策
定・実施 

○ 不正防止計画の推進を担当す
る部署がない。 

○ 不正使用防止計画の形骸化。 
 

○ 不正防止計画推進部署は、監査室
と連携し、不正発生要因を把握し
たうえで具体的な対応策を策定、
実施する。《不正防止計画推進部
署》 

○ 不正使用防止計画は、不正発生要
因に応じて随時見直し、効率化・
適正化を図る。《統括管理責任者、
不正防止計画推進部署、内部統
制・監査室》 

○ 監事は、不正発生要因が不正使用
防止計画に反映されているか、ま
た、不正使用防止計画が適切に実
施されているか確認する。《監事》 
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4. 研究費の適切な運営・管理
活動 

予
算 

○ 執行予算の特定時期
への偏り。 

○ 予算の使い切り意
識。 

○ 予算の執行が当初計
画に比較して著しく
遅れていないか等、
予算の執行状況を検
証できる体制や仕組
みが整備されていな
い。 

○ 発注段階で支払財源
が特定されていな
い。 

 ○ 財務会計システム等を活用し、定  

   期的に研究費の執行状況をモニタ  

   リングし、コンプライアンス推進 

   責任者へ報告する。《総務・財務グ 

   ループ》 

〇 コンプライアンス推進責任者は必  
  要に応じて予算執行等に関する助

言を行う。《各コンプライアンス推
進責任者》 

○ 競争的資金の繰越制度や返還等に
ついて全学的に周知徹底する。《総
務・財務グループ》 

物
品
購
入 

 〇 期ずれを防止する対 
   策が講じられていな 
   い。 
 〇 発注・検収業務にお 
   ける当事者以外の者 
   によるチェックシス 
   テムが構築されてい 
   ない。  
○ 特殊な役務の提供 
（データベース開・作
成等）について、適
切に管理されていな
い。  

 

○ 発注業務および検収業務は原則、
総務・財務グループが行う。  

○ 例外として、研究者が一定額以下
の物品を発注した場合、納品確認
は全て総務・財務グループが行
う。 

○ 納品確認は研究費を執行する年度
中に行う。  

○ 特殊な役務（プログラムやデジタ
ルコンテンツの開発・作成）につ
いては、検収担当者による検収の
ほか、必要に応じて専門的知識を
有する発注者以外の者による仕様
書、作業工程の詳細が分かる業者
からの完了報告書等のチェックを
行うなど厳密に検収を行う。機器
の保守・点検については、仕様
書、作業工程の分かる業者からの
完了報告書、作業中の写真等によ
り検収を行う。《総務・財務グルー
プ》 

旅
費 

○ 研究者の出張計画の
実行状況等を事務部
門で把握・確認でき
る体制ができていな
い。 

 

○ 出張前に出張目的、行程を明記し
た申請書、出張後に出張事実を証
明する書類の提出を義務付ける。
《総務・財務グループ》 

○ 宿泊を伴う場合は、宿泊先を記載
するなど出張の事実確認を徹底す
る。《総務・財務グループ》 
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謝
金
・
非
常
勤
勤
務
状
況 

○ 非常勤雇用者の勤務
状況等の雇用管理に
ついて、事務部門で
実施していない。 

○ 謝金業務に関する取
扱いルールの形骸化 

○ 業務の事実確認が不
十分 

○ 研究者が非常勤雇用者を雇用する
際は事前申請を義務付ける。《人
事》 

○ 非常勤雇用者の雇用時の書類のや
り取り、契約内容の説明を総務・
財務グループが行う。  

○ 出勤簿は給与支払い前に総務・財
務グループが確認する。  

○ 給与支払いは総務・財務グループ
が行う。  

○ 業務終了後は、出勤表に基づき、
従事者等から直接勤務状況等の事
実確認（面談等）を行う。《人事》 

換
金
性
の

高
い
物
品 

○ 換金性の高い物品
（パソコン等）につ
いて、適切に管理さ
れていない。 

○ 換金性の高い物品は、物品登録を
行う。  

○ 管理する物品の処分は、総務・財
務グループが行う。 

取
引
業
者
と
の
関
係 

○ 研究者と業者の癒着
を防止する対策が講
じられていない。 

○ 一定金額以上の発注については 2
社以上の相見積りの徴取を義務付
ける。  

○ 一つの取引において一定金額以上
の取引を行う業者に対し、誓約書
の提出を求めるなど、取引業者に
対する牽制を行う。《総務・財務グ
ループ》  

○ 特定の業者との取引の偏りなどの
リスクに対応した内部監査を実施
する。《内部統制・監査室》 

学
生
に
対
す
る
周
知 

○ 旅費や謝金支給にお
いて、不正受給との認
識のないまま、還流行
為などの不正行為に加
担してしまうおそれが
ある。 

○ 旅費や謝金の支給を受ける学生等
に対し、本学の不正使用防止の取
組及び謝金や旅費に関する基本的
なルール等について周知を図る。
《各部局・研究室研究責任者》 

5. 情報発信・共有化の推進 相
談
体
制
の

整
備 

○ 相談窓口の周知不足 
○ ルールの理解不足 

○ 使用ルールや外部資金制度等の相
談を受ける相談窓口について、学
内に周知する。《総務・財務グルー
プ》 

取
組
体
制
の
整
備 

○ 不正防止に向けた取
組が正確に伝わるよ
う整備されていな
い。 

○ 本学の行動規範や研究費の管理・
運営体制や不正使用防止計画、相
談窓口や通報窓口などの不正防止
に向けた取組みを分かりやすく HP
などに公表する。《不正防止計画推
進部署》 
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6．モニタリングの在り方 ○ 内部監査の実施が徹底されて
いない。 

○ 研究費不正防止計画推進部署
と監査室・監事等との連携不
足。 

○ 不正発生要因に着目したモニ
タリングの不足。 

○ 「公立大学法人福知山公立大学内
部監査規程」を定め、最高管理者
の直轄組織とする内部監査部門と
して内部統制・監査室（以下「内
部監査室」という。）を設置する。  

○ 内部監査室は、不正防止計画推進
部署から不正発生要因等の情報を
入手した上で、監事及び会計監査
人等と連携し、必要な情報提供を
行うとともに監査計画を適切に立
案する。 

○ 内部監査室は、内部監査手順マニ
ュアルを作成し、随時更新しなが
ら関係者間で活用する事により監
査の質を一定に保つ。 

○ 内部監査の実施に当たっては、過
去の内部監査や、統括管理責任者
及びコンプライアンス推進責任者
が実施するモニタリングを通じて
把握された不正発生要因に応じ
て、監査計画を随時見直し、効率
化・適正化を図るとともに、専門
的な知識を有する者（公認会計士
や他の機関で監査業務の経験のあ
る者等）を活用して内部監査の質
の向上を図る。 

○ 監査に当たっては、不正使用が発
生するリスクに対して重点的にサ
ンプルを抽出し、抜き打ちなどを
含めたリスクアプローチ監査を実
施する。 

○ 内部監査室は、効率的・効果的か
つ多角的な内部監査を実施するた
め、監事及び会計監査人との連携
を強化し、必要な情報提供等を行
うとともに、本学における不正防
止に関する内部統制の整備・運用
状況や、モニタリング、内部監査
の手法、研究費の運営・管理の在
り方等について定期的に意見交換
を行う。 

○ 内部監査結果等については、コン
プライアンス教育及び啓発活動に
も活用するなどして周知を図り、
機関全体として同様のリスクが発
生しないよう徹底する。 
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Ⅳ 研究費の適正な運営・管理  

  

１．コンプライアンス教育及び啓発活動の実施  

① 統括管理責任者は、コンプライアンス教育や啓発活動等を通じて全ての研究者及び事務職員の

意識の向上と浸透を促し、組織全体で不正を防止する風土を形成するため、コンプライアンス

教育及び啓発活動の実施計画を策定する。  

② コンプライアンス推進責任者は、研究費の使用・管理に関わる全ての研究者及び事務職員に対

して、コンプライアンス教育を実施する。  

③ コンプライアンス推進責任者は、研究費の使用・管理に関わる全ての研究者及び事務職員に対

して、研究倫理教育に関する e-learning の受講を義務付ける。  

④ コンプライアンス推進責任者は、コンプライアンス教育の受講状況を確認するとともに、モニ

タリングを通じて受講者の理解度についての把握に努める。  

⑤ コンプライアンス教育を受講しない場合、原則として最高管理責任者は研究費の執行を停止す

る。また研究費削減等の罰則を検討する。  

⑥ コンプライアンス推進責任者は、統括管理責任者が策定する実施計画に基づき、研究費の使

用・管理に関わる全ての研究者及び事務職員に対して、コンプライアンス教育にとどまらず、

不正根絶に向けた継続的な啓発活動を実施する。  

  

２．不正防止計画推進部署の設置  

① 不正防止計画推進部署は、統括管理責任者とともに機関全体の具体的な対策（コンプライアン

ス教育・啓発活動等の計画を含む。）を策定・実施し、実施状況を確認する。  

② 不正防止計画推進部署は、監事との連携を強化し、必要な情報提供等を行うとともに、不正防

止計画の策定・実施・見直しの状況について意見交換を行う機会を設ける。 

③ 不正防止計画推進部署は、内部監査部門と連携し、不正を発生させる要因がどこにどのように

あるのか、本学全体の状況を体形的に整理し評価する。 

  

３．誓約書の提出  

① 研究費の使用・管理に関わる全ての研究者及び事務職員に対して、誓約書の提出を義務付け

る。 

② 誓約書の提出がない場合、原則として最高管理責任者は研究費の執行を停止する。また研究費

削減等の罰則を検討する。  

  

４．予算執行   

１）出張  

① 研究者は、出張前に用務内容（目的、訪問先、支出財源等）がわかる資料を提出し、旅行命令

の決裁を受ける。  

② 研究者は、出張後に出張事実がわかる資料（報告書、領収書等）を提出する。  
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２）物品、役務  

① 物品、役務の発注は支出財源を特定した上で原則総務・財務グループが行う。予定価格が 10万

円未満の場合は教員発注を認めるが、予定価格が 5万円以上の場合は 2 社以上の相見積りを徴

取する。 

② 納品確認は金額に関わらず総務・財務グループが行う（自己資金による研究費を除く）。  

③ 物品購入において、1個又は 1式の取得価格が 20万円以上かつ耐用年数が 1年以上の物品を購

入する場合は、物品登録を行い大学の管理物品とする。  

④ 物品購入において、1個又は 1式の取得価格が 50万円以上かつ耐用年数が 1年以上の物品を購

入する場合は、資産登録を行い大学の管理物品とする。  

⑤ 換金性の高い物品（パソコン、タブレット型コンピュータ、デジタルカメラ、ビデオカメラ、

テレビ、録画機器等で 10万円以上のもの）については、物品登録を行い大学の管理物品とす

る。  

⑥ 特殊な役務データベース、プログラム、デジタルコンテンツ開発・作成、機器の保守・点検な

ど）の検収については、事別に定める公立大学法人福知山公立大学における特殊な役務の検収

に関する取扱要領に基づいて行うものとする。  

 

３）人件費  

① 非常勤雇用者を雇用する場合は、事前申請を行う。  

② 非常勤雇用者の雇用時の書類のやり取り、契約内容の説明は総務・財務グループが行う。  

③ 総務・財務グループは出勤簿等により給与支払い前に勤務状況を確認する。また、必要に応じ 

て非常勤雇用者に勤務状況についてのヒアリングを行う。 

④ 給与は総務・財務グループからの支払いを原則とし、教員の立替払いは不可とする。  

  

５．予算執行の把握  

① コンプライアンス推進責任者は、研究費に係る予算執行状況を把握する。 

② コンプライアンス推進責任者は、必要に応じて予算執行等に関する助言を行う。  

  

６．モニタリング  

① コンプライアンス推進責任者は、適切に研究費が使用・管理されているか等をモニタリング

し、必要に応じて改善するよう指導する。  

② 内部監査室は、不正が発生する要因を分析し、不正が発生するリスクに対して重点的に監査

（リスクアプローチ等）を実施する。 

 

７．取引業者  

① 物品、役務の発注について、予定価格が 20万円を超える随意契約については、取引業者に対し

て誓約書の提出を求める（年度内に提出している場合を除く）。誓約書の記名は法人の代表役員

等（代表権を有する役員）又は一般役員等（役員又は支店、営業所等を代表する者）とする。

但し、誓約書の取得が難しい場合は、発注、納品確認、支払いを全て総務・財務グループが行

うものとする。 



9  

  

② 不正な取引を行った取引業者の処分方針、不正使用に関する通報窓口、使用ルールに関する相

談窓口をホームページ等で公表し、注意喚起を行う。  

 
 

Ⅴ 不正使用に係る調査体制  
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【不正使用が認定された場合】  

○研究費の使用停止又は返還等の措置を講じる  

○その他不正使用の排除のために必要な措置を講じる  

○公立大学法人福知山公立大学職員就業規則その他の規定に従い必要な手続き及び措置を講じる  

○個人情報又は知的財産の保護等、開示しない合理的な理由がある場合を除き、当該認定の概要に

ついて公表する 。 

    

Ⅵ 不正使用に関する通報・相談窓口  

 

【通報に係る留意事項】  

・ 通報は、不正使用の疑いがあると思料する場合は学内者、学外者を問わず行うことができる。  

・ 通報は、原則顕名で行うものとする。ただし、その後の手続きにおける氏名の秘匿を希望すること

ができる。  

・ 通報された情報は、必要な調査を実施する為だけに使用し、それ以外の目的に使用・公開しない。

また、告発者は通報をした理由をもって、不利益な扱いを受けることはない。  

  相談窓口 通報窓口 

受付内容 
研究費の事務処理手続及び 

使用ルールに関する相談 
研究費の不正使用に関する通報 

住  所 京都府福知山市字堀３３７０ 

電  話 ０７７３－２４－７１００ 

F A X ０７７３－２４－７１７０ 

E - mail general@fukuchiyama.ac.jp ml-kenkyu-tsuho@fukuchiyama.ac.jp 

担  当 総務・財務グループ 総務担当 研究不正に関する窓口担当 

備  考 ‐ ※通報は原則 E-mail で行ってください。 
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・ 通報された情報について、詳細な情報や調査への協力を求める場合がある。  

・ 調査の結果、被告発者を陥れるため、又は研究を妨害するためなど、専ら被告発者に何らかの損害

を与えることや被告発者の所属する機関・組織等に不利益を与えることを目的とする意思をもって

通報を行ったことが判明した場合は、告発者に対して氏名及び所属の公表、懲戒処分、刑事告発そ

の他必要な措置を講じることがある。  

  


